（H22.9.17）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「府民の声の見える化」本格実施について（案）
























資料１
	登録
	区分
	内　　容
	例　　示

	対　象
	提言
	府政に関する政策について提言の申出
	・政策的、戦略的で、自己又は自己の属する社会集団の利害・立場にかかわらず、考え・思うところを申し出ること。

	
	要望
	府政に関する個別事項の要望の申出
	・府の制度、施策、事業の新設・改善・変更を求めること。

・自己又は自己の属する社会集団の利害・立場から求めること。

	
	意見
	個別政策案への賛成、反対の意見表明（賛否のみを表明している申出に限る）
	・府政について、考え、思うところを述べたもので、提言、要望、苦情にあたらないもの。

	
	苦情
	大阪府の制度やサービスに対する具体的な不満に起因する何らかの対応の申出
	・府の施策、制度、行政サービス、職員、施設・設備に対する不平や不満、または、それらに対する何らかの対応を求めるもの。

	対象外
	単なる事実の問合せ
	行政の制度や手続き、サービスなどの公表済みの事項にかかる単なる問合せ
　
	・法解釈、制度や手続きに関する問合せ

・法律事項の確認や許認可、規制に関する問合せ

・建設工事内容に関する問合せ、入札日時や参加資格等に関する問合せ

・府税の賦課処分や滞納処分に関する制度の問合せや照会及び納税相談

	
	感想等
	一般的な会話の中での感想の表現にとどまるもの
①個別事案の個別交渉などの場面で、府民との一般的な会話の中でなされる感想にとどまるもの

②相談業務などの場面で、府民との一般的な会話の中でなされる感想の表現にとどまるもの　

③多数の者が利用する公の施設における利用者その他の関係者との間で一般的な会話の中でなされる感想の表現にとどまるもの


	①・法律等に基づく手続き等（許認可手続等）において、制度的にはどうにもならないことに関して何とかならないか等の感想の表現にとどまるもの

　・府税の臨戸（訪問）聴取などにおいて、一般的な会話のなかでなされる感想の表現にとどまるもの

②・相談業務などにおいて相談者との一般的な会話の中でなされる感想の表現にとどまるもの

　・許認可等に関する制度説明、府税に関する納税相談などにおいて、一般的な会話の中でなされる感想の表現にとどまるもの

　・電話交換業務や庁舎管理（守衛）業務などで府民等との一般的な会話の中でなされる感想の表現にとどまるもの

③・学校等における教職員と生徒又は保護者との間で一般的な会話の中でなされる感想にとどまるもの

・施設等におけるボランティア、実習生、見学者等との間で一般的な会話の中でなされる感想の表現にとどまるもの

	
	所管外その他
	府所管外など府政に直接かかわらない事項
①国や市町村に専属する事項

②民民に関する事項

③府の施策や業務等に関係のない営業活動に係るもの
④いたずらや、趣旨不明のもの
	①・府の所管外であって、所管する機関の案内で終了したもの。

②・周辺住民同士の個人的問題（民民の争い）で、行政による関与ができないもの

③・府の施策や事業実施等に関係のない企画等の提案

	別

途

記

録

に

よ

る

登

録

対

象

外


	別途記録
	公式又は公開の場における委員会等であって、議事録その他これに類するものとして別途記録がなされるもの


	・「公式の場」とは公開・非公開にかかわらず、法令及び条例の規定に基づいて行われる聴聞の場、委員会、審議会並びに関係者を含めての地元説明会の場等。

・「公開の場」とは公開で行われる説明会、討論会等、不特定多数のものが傍聴、参加が可能な会議、集会等。

	
	他のシステム等による記録
	他の制度やシステムで記録され、府民の声システムへの置き換えが困難なもの

①所属に寄せられた府の管理物に関する通報で建設ＣＡＬＳシステムにより処理されるもの　

②工事施工、事業実施上の事前調整や交渉

③法令に基づく取り締まりや指導、違法行為等の通報

④専門相談窓口における専門相談


	②・工事施行上の地元調整における特定関係者からの意見、要望

・境界確定、用地交渉等の交渉過程上での意見、要望

③・違法性が懸念される情報、外部告発等、情報を共有すると実態確認に支障がでるおそれのあるもの
　・事業者の違法行為に関する通報（法令に基づく事業者等規制業務に関連して府民から受付ける事業者等に関する苦情・相談で、当該法令の手続によって処理されるものを含む）　

　・建築基準法、都市計画法、宅地造成等規制法などの法令違反等に関する通報

　・指導業務における指導過程での意見、要望 

④・専門相談窓口があり、専門相談員が対応する専門相談　

　・行政に対して何らかの対応を求めるものではなく、相談者自らが行うことへの何らかの助言を求める申出


所管課登録基準（案）
資料２
フラグの考え方（案）
	
	試行時のフラグ考え方
	問　題　点
	フラグ考え方（案）
	公　表

（「公表の考え方」に基づく）

	青フラグ
	声の内容を業務改善・施策反映へつなげるよう検討するもの（ただし、実現可能性があるもの）
	　　　　　　　　　なし
	
声の内容を業務改善・施策反映へつなげるよう検討するもの（ただし、実現可能性があるもの）
	検討結果等を公表

	赤フラグ


	申出者に連絡（回答）するもの

（府の制度や考え方の説明が必要と判断）
	多種多様な府民からの意見等について、府政情報室では、毎日フラグ調整会議にて、一義的な対応を判断し、フラグによる仕分けを行い、それに応じた対応を担当所属に依頼しているが、赤フラグだけでは、対応が難しい事例がある。

個別事案として、対応が必要なものや、担当部門で事実関係の確認等を行わないと判断できないものがあり、個々の所属に対応を委ねるべきものがある。

（例）

○申出者に内容の詳細を確認した上で、対応するもの
○府の施策や事業に対し、具体的に協力を申出ているもの

○府からの回答に対し、理解を得られず、再三の申出があるもの

○不正通報等に関するもの

○職員に対する苦情で、詳細に内容が記載されているもの


	
申出者に連絡(回答)するもの
○府に対する苦情や不満に対応するもの

○正しい内容を伝えるもの

○意見表明の内容に対し、府の考え方を伝えるもの

○市町村から受けているサービス内容について、府の対応を伝えるもの


	連絡（回答）内容を公表

	
	
	
	
個別事案として対応するもの

　　　　　　　　　　

制度説明等ではなく、個別事案として所属が直接対応することが望ましいもの

○申出者に内容の詳細を確認した上で、対応するもの

○府の施策・事業に対し具体的に協力を申出ているものへの対応
○府からの回答に対し、理解を得られず、再三の申出があり個別紛争となっているものへの対応

事実関係を確認してから対応するもの

府政通報等の事実関係を確認の上、対応することが望ましいもの

○不正通報等に関するもの

○職員に対する苦情で、詳細に内容が記載されているもの　　


	対応を府民に公表することが適切と所属が判断するものを公表

事実関係を確認した上で、申出者への回答、府民への公表を事案の性格によって判断する


　







































































































































































































































































































































５　まとめ





広聴部門における取扱いの改善は一部必要であるが、府民文化部内各所属からのヒヤリングにおいても


特段の問題もなく、各部における府民の声の対応は全庁展開が可能。





まとめ





２　府民の声の流れ








庁内


共有





フラグ








登 録


　








受 付








公 表














広聴業務を所管する府政情報室と各部局との緊密な連携によって、府民の声を取り扱う。






























































１　取組の理念








○　府においては、これまで府民からの意見や要望、提言、苦情等を受けたとき各所属ごとに独自に対応してきた。


○　「府民の声」は苦情や批判、要望、意見等様々な形で日々（府庁へ）寄せられるが、その中には行政が気付かない施策立案や業務改善の契機が多く含まれている。


○　また、府の施策や事業内容が正確に府民に伝わっていないことから起こる誤解に基づく意見も多くあり、施策広報のあり方について反省させられることも多い。


○　そこで、府庁全部局において、府民の声を広く受け付け、府政に反映するとともに、施策や事業内容並びに府の財政状況等をわかりやすく府民に伝え、府民の期待に応えるとともに、府政に対する府民の信頼を高める取り組みとして「府民の声の見える化」に取り組むこととした。


○　府では、平成20年6月｢府民の声システム｣を導入し、本年2月からは府政情報室（広聴部門）で受け付けた府民の声に対して全庁各所属が必要な回答・対応を行うとともに、その状況を逐次公表してきている。さらに、府民文化部の各課においては直接届いた府民の声についても記録・公表の取り組みを進めてきた。


















































　











３　試行のまとめ





対 応











２　フラグ立てと声への対応


業務･施策反映を検討するもの


申出者に連絡するもの　





１　声の受付と登録


広聴部門　　　　すべての声


府民文化部各課　すべての声（例外事項列挙）





資　料１





○平成２２年９月　　


各部局に全庁展開へ向けた方針案を提示








赤フラグ





青フラグ





４　公表（府民との共有）


１週間の声　　　　　　毎週火曜日（前週分）


１か月の声　　　　　　毎月上旬（前々月分）





３ 　庁 内 共 有


前日の声とフラグ･･･部･次長,所属長にﾒｰﾙ


１週間の声･･･副知事,部･次長にﾒｰﾙ,庁内Web


１か月の声･･･次長会議、部局横断ﾁｰﾑｻｲﾄ





５　本府の取り組みの特徴





全ての声を確認（府政情報室が府民目線に立ってチェック）


確認した声を分類し、内容に応じた対応（フラグ立て）


知事はじめ府の幹部も声を確認（声や声に対する府の考え方、進捗状況等もチェック）


声や声に対する府の考え方を全て公表（ＨＰを通じ府民に定期的に公表）


広聴部門以外も声を受付けて登録（現在は府民文化部のみで試行）、


公職者を通じた声も対象（現在は知事や職員を通じた声のみ（実績なし））





４　課題の整理





課　題








（１）府政情報室（広聴部門）で受け付ける府民の声と、部内各課で受け付ける府民の声の登録基準を整理する必要がある。


・府政情報室（広聴部門）･･･すべての声


・部内各課･････････････････単なる問合せ等を対象外とする


（２）府民の声は多様であり、それぞれの状況に即したきめ細かな対応が必要であることから、試行のフラグ分類を充実する必要がある。


・青フラグ･･･ご意見の内容を業務・施策反映へつなげるよう検討するもの


・赤フラグ･･･ご意見をお寄せいただいた方へ連絡するもの


現行分類以外に個別事案として対応が必要なものや、担当部門で事実関係の確認等を行った上で対応を決めるべき案件等がある。


（３）府民の声への対応を広報機会と捉え、積極的で丁寧な説明に努める姿勢を浸透させることが必要。


マニュアルの整備、各部局担当者会議・情報主任会議等を通じて説明




















■平成22年2月　「オープン府庁　府民の声の見える化」試行実施　


①全体の状況　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②府民文化部各課で受けた声の分析


月


(公表日)�
2月


(4/15)�
3月


(5/7)�
4月


(6/7)�
5月


(7/12)�
6月


(8/4)�
７月


(9/8)�
計　


(%)�
�
2月～７月分の声�
件数�
所属


ﾒｰﾙ�
郵送�
FAX�
電話�
面談�
�
全件数�
1,305�
2,247�
1,958�
1,244�
1,206�
1,149�
9,109


(100%)�
�
府文総務�
1�
１�
�
�
�
�
�
広聴部門�
1,292�
2,206�
1,932�
1,235�
1,192�
1,131�
8,988


（98.7%)�
�
私学･大学�
65�
4�
46�
3�
11�
1�
�
府民文化部各課�
13�
41�
26�
9�
14�
18�
121


(1.3%)�
�
人権室�
26�
2�
3�
1�
19�
1�
�
青フラグ�
9�
19�
10�
6�
1�
5�
50


(0.5%)�
�
男女・NPO�
１�
�
�
�
１�
�
�
赤フラグ�
105�
103�
132�
99�
81�
103�
623


　(6.8%)�
�
都市魅力�
19�
6�
6�
�
6�
1�
�
知事・職員を経由�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
0�
�
文化�
１�
1�
�
�
�
�
�
毎月1,000件から2,000件程度で推移。そのほとんどが広聴部門に入る声で（98.7%）、試行中に所管課（府民文化部各課）に入った声は僅か（1.3％）。


22年2月からの６か月間で、全体の声のうち施策反映につなげる検討を進めたもの（青フラグ）が50件（0.5％）、お寄せいただいた方へ連絡したもの（赤フラグ）が623件（6.8％）あり、それぞれ各所属で丁寧に対応いただいた。


知事や職員を通じた声は現在まで実績はなし。�
�
生涯ｽﾎﾟ振興�
3�
1�
�
�
1�
1�
�
�
�
国際･観光�
4�
1�
1�
�
�
2�
�
�
�
消費生活ｾﾝﾀｰ�
1�
1�
�
�
�
�
�
�
�
計�
121�
17�
56�
4�
38�
6�
�
�
�
内訳は、意見71件、要望23件、苦情17件、提言2件、官民協働1件、通報1件であった。


私学･大学課に寄せられた声が６か月間で65件と一番多く、「朝鮮学校の授業料無償化」が40件、「私学への授業料補助」が17件、その他8件となっている。


登録内容については、登録すべき意見等がきちんと登録されていること、また件数についても１月当たり20件となっており、業務負担は大きくないと思われる。�
�






○平成２３年１月　　


本格実施








（11月～12月）　 ・実務担当者説明会（本庁･出先）


・実務担当者操作研修





○平成２２年１１月　　


方針決定


各部局へ全庁展開方針案を説明








参　　　考



































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





資　料２





黄赤





紫黄赤





取組の背景


◇橋下知事就任以降、メールを中心に府民の声が急増（前知事時代の約７倍に増大）


・H21年度　1,544件／月　（H19年度前知事在任中　232件／月）


参考　大阪市　H21年度　934件／月（H19年度　706件／月）


公表は声と回答文セットで100件程度（22年度4月41件、5月55件）











【経　緯】　


＊府民の声は各所属に入り、各所属ごとに対応


○　府民の声を一元的に集約、管理し、統一的に対応





＊「知事への提言」として広聴部門に寄せられているメール、ＦＡＸ等に電話や面談による意見も加え、


一元管理する


「府民の声システム」を平成２０年６月に全庁に導入


○　府民の声は、あらゆる方法で、できる限り多くの職場・職員が受け付け（メールは２４時間受付）





＊回答を求めている府民の声には、全て回答していたが、膨大な件数により回答が滞る


○　府民の声のうち、府の考え方等を示す必要があるもののみ回答（フラグ立て）





＊平成２２年２月、府民文化部各所属で登録を開始（第２次試行）


○　より多くの府民の声を府政に活かすため、直接本人が申し出る場合に加え、公職者など第三者を


経由した声も対象





＊平成２２年２月、知事や職員を通じた声も登録対象に追加


（広聴部門と府民文化部のみで受付。議員等を通じた声は検討中）











６　今後のスケジュール案課題の整理








◇府は巨大な組織であり、多くの声があらゆる職場に届くことから、管理が困難


・全国平均件数は、約360件（東京都を除くと約130件）


・近畿（2府4県）平均件数は、約290件（本府を除くと50件）


・回答も声も原則全件公表しているのは大阪府のみ（他府県は回答分から公表を選定）








【各部局への説明経過等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


H18～19年度　府ｺｰﾙｾﾝﾀｰ整備推進会議（各部次長）にて「府民の声システム」を構築し、各所属で入力することを説明（総務部IT推進課所管）


H20.3.25　「府民の声システム」整備の説明会（21.4情報公開室に組織改編）


H20.5.21　知事記者会見（府民の声システムを6月導入、9月所属登録拡大、1月公表）


H20.6.2 　府民の声システム運用開始


H20.8～10　全職場で登録を開始するため、会議等(3回)で説明したが、理解が得られなかった 


H20.11～12　　第１次試行実施（登録外事項列挙の調査のため）


H21.9.14　府民の声システムの登録対象、フラグ導入など事務変更の方向性を説明


H22.1.14　「オープン府庁　府民の声の見える化」を説明


　　　　　  窓口を府文部に拡大・フラグに応じた対応・声と回答も公表


H22.2.10　第２次試行実施（府民文化部で登録開始、知事及び職員を通じた声を対象に追加）
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○平成２２年１０月　　


各部局に全庁展開へ向けた方針案を提示
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